
大量の情報を瞬時に伝え大量の情報を瞬時に伝え
誰もが便利・快適に利用できる誰もが便利・快適に利用できる
次世代ネットワーク技術次世代ネットワーク技術

戦略重点科学技術（７）
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戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 次世代ネットワーク基盤技術に関する研究開発 【総務省】施策名： 次世代ネットワーク基盤技術に関する研究開発 【総務省】

平成２２年度対象予算： ２,５３７百万円

（平成２１年度対象予算： ２,６１７百万円）

実施期間： 平成１８～２２年度

（予算総額： １４,４５５百万円）

次世代ネットワーク高
性能適応制御
技術の研究開発

次世代ネットワーク共
通基盤技術の
研究開発

○ユビキタスネットワーク社会の基盤となる
次世代ネットワークの国際展開を、国際標準
化を通じてリードしていくため、以下の高度化
技術の研究開発を総合的に実施する。

①次世代ネットワーク共通基盤技術の研究
開発

②次世代ネットワーク高性能適応制御技術
の研究開発



戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： フォトニックネットワーク技術に関する研究開発 【総務省】
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戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 移動通信システムにおける周波数の高度利用に向けた要素技術の研究開発

【総務省】

平成２２年度対象予算： ３,７３３百万円

（平成２１年度対象予算： ３,６０２百万円）

実施期間： 平成１８～２６年度

（予算総額： ３２,３００百万円）

○多様化・増大しつづける通信需要に対応し、
ネットワークの大容量化・高機能化・省電力化
を図るととともに、将来のオール光通信実現に
向けた基盤技術の確立を目標として、以下の
課題につき、戦略的に研究開発を行う。

(１)光パケット・パス統合ノード技術
(２)革新的光ファイバ技術
(３)光波長ユーティリティ技術
(４)光波長アクセス技術
(５)広域加入者系光ネットワーク技術
(６)ユニバーサルリンク技術
(７)全光ネットワーク基盤技術
(８)極限光ネットワークシステム技術

多様化するサービスやコンテンツに柔軟に
対応し、エンドユーザ間で大容量通信がで
きる超高速フォトニックネットワークを低消
費電力で実現するための要素技術を開発

○携帯電話のデータ通信量は飛躍的に
増加しており、今後更に増加が予想さ
れることから、現在の約千倍の伝送速
度を実現する超高速移動通信システ
ムや、最適なシステムへの切替えによ
る高信頼で効率的な移動通信システ
ムの実現に向けた要素技術等の研究
開発を行い、周波数の更なる有効利用
を図る。

同一無線ネットワーク 調制御技術同一無線ネットワーク協調制御技術 異なる無線ネットワーク協調制御技術異なる無線ネットワーク協調制御技術平成２２年度対象予算： ３,６８３百万円

（平成２１年度対象予算： ３,５７８百万円）

実施期間： 平成１９～２４年度

（予算総額： １７,３５０百万円）

次世代移動通信
システムの周波数
高度利用技術

第４世代移動通信シ
ステム基地局高度化
技術

場所や 況に関係場所や状況に関係
なくブロ ドバンなくブロードバン
ドサービスを享ドサービスを享受
できる技術できる技術

ビル陰等においても10Gbps
の超高速通信を実現

超高速移動通信シ
ステムの実現に向
けた要素技術

基地局間協調制御システム

次世代Wireless
Internet NW

3GPP2
セルラーNW

無線ＬＡＮ
NW

４G移動通信
システムNW

BWA
システムNW

3GPP
セルラーNW



戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 未利用周波数帯への無線システムの移行促進に向けた基盤技術の研究開発

【総務省】
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戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 地上／衛星共用携帯電話システム技術の研究開発 【総務省】

○無線デバイス等の開発が難しく利用が
あまり進んでいない30GHz超の周波数
帯（未利用周波数帯）において、小型化、
省電力化、低廉化などの課題を克服す
ることにより、容易に電波利用システム
が構築可能な環境を整備する基盤技術
について研究開発を行う。未利用周波数
帯の利用が容易になることで、ひっ迫す
る低い周波数帯の再編成や、新たな広
帯域な電波利用システムへの周波数割
当てが可能となる。

(1)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信用超高速ベースバンド信号処理技術（①図参照）
(2)高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙ回路との集積実装を可能とする機器雑音抑制技術
(3)家庭内等においてｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄ級の超高速伝送を可能とする超高速近距離
無線伝送技術（②図参照）

○平常時は山岳・沿海域で地上系通信
システムを補完、災害時等は住民等へ
の適確な災害情報の伝達や、迅速・適
確な救援活動等に必要不可欠な情報通
信インフラとして、地上系通信システム
と統合した携帯端末を用いる衛星通信
システム（地上／衛星共用携帯電話シ
ステム）を推進。同一エリアで地上携帯
端末と衛星携帯端末の周波数共用を可
能とする技術について研究開発を行い、
周波数の有効利用を図る。

② ③

④

① 地上/衛星系周波数協調制御
地上系と衛星系の一体的周波数割当を実現する。

② 地上/衛星間干渉回避技術
地上システムからの干渉による信号歪みへの影響を回避する。

③ 動的周波数割当最適化技術
個々のビームの電力、形状、周波数帯域を変更し、リソースを再構成する。

④ 静的周波数割当最適化技術
周波数再利用が可能な混合ゾーンをきめ細かく構成可能とする。

①

平成２２年度対象予算： １,９２２百万円

（平成２１年度対象予算： １,８２１百万円）

実施期間： 平成１９～２５年度

（予算総額： １４,６８２百万円）

平成２２年度対象予算： ７６０百万円

（平成２１年度対象予算： ５５８百万円）

実施期間： 平成２０～２４年度

（予算総額： ３,４１９百万円）

①ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信用超高速ﾍﾞｰｽﾊﾞﾝﾄﾞ信号処理技術

① 家庭内において遮蔽物などにより直接通
信ができない場合でも、反射波等を利用し
通信を可能とする伝送技術

③ モバイル機器等の小型端末にも
搭載可能なミリ波システム技術

ミリ波機器B

A
D
/
D
A
コ
ン
バ
ー
タ

直
交
変
復
調
回
路

（
中
間
周
波
数
部
）

ミ
リ
波
R
F
回
路

ア
ン
テ
ナ

デ
ジ
タ
ル
回
路
部
（
B
B
）

多
重
ア
ク
セ
ス
制
御
部
（
M
A
C
）

ミリ波機器A

遮蔽物

壁などによる反射

【内蔵チップ】

干
渉
回
避
技
術

ミリ波機器C

② 様々な近距離無線システムが混
在する環境下においてシステム
間の干渉を回避する技術

②超高速近距離無線伝送技術

ミリ波帯
(帯域占有）

1つの通信が、1帯域を占有。
超高速ベース
バンド信号処理
技術の確立

複数の通信が帯域を共有でき、
周波数の有効利用に寄与。

・高速信号処理技術の確立

・デバイス技術の確立
・アンテナ技術の確立
・小型ワンチップ化等

ＲＦ

超高速
ベースバンド

・高速変調
・多重化
・信号圧縮
・誤り訂正等

ミリ波帯
（様々な機器が帯域を共有）



戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 新世代ネットワーク基盤技術に関する研究開発 【総務省】
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戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： クラウドサービスを支える高信頼・省電力ネットワーク制御技術
の研究開発 【総務省】

平成２２年度対象予算： １,７５６百万円

（平成２１年度対象予算： ２,００３百万円）

実施期間： 平成２０～２７年度

（予算総額： １８,５００百万円）

○サービス品質や信頼性の不足、ネット
ワークの拡張・高度化の限界等の課題を
抜本的に解決するため、次世代ネット
ワークの次の世代を見据えた新たなネッ
トワークアーキテクチャ開発・検証を進め
るとともに基盤技術の研究開発を実施す
る。

① ダイナミックネットワークの要素技術
② 仮想化技術
③ 新世代ネットワークのアーキテクチャ

品質やセキュリティの確保等の課題を抜本的に解決

【新世代ネットワーク】
現在のネットワークが抱える課題を抜本的に解決し、新た
な価値創造につなげる、新しいネットワーク。

新たなネットワークアーキテクチャの確立

平成２２年度対象予算： ９８０百万円

（平成２２年度新規）

実施期間： 平成２２～２４年度

（予算総額： ２,９４０百万円）

○ クラウドサービスの信頼性向上（安
定・確実なサービス稼働の維持）と、ネッ
トワーク利用の拡大（通信トラヒックの急
増）に伴う消費電力の増大抑制を実現
する高度なネットワーク制御技術を確立
する。
① クラウド間／クラウド・ネットワーク間

連携による高信頼サービスの実現
②ネットワークの全体最適化による低

消費電力化の実現

・多数のクラウド間での障害発生時等の相互バックアップ

・ネットワーク全体での電力消費の最適化

（ア）ダイナミックネットワーク技術
（イ）スケーラブルネットワーク技術

ネットワーク

（１）仮想ネットワーク自動設計技術
（２）ネットワーク資源自律最適化技術

（ウ）ディペンダビリティ確保技術

ID
（エ）端末プラットフォーム技術

ポータビリティ等）（

クラウドＡ

クラウド
Ｂ

ネットワーク
利用者 障害発生

クラウド
間連携

経路
切替

クラウドネットワーク
監視制御装置

トラヒックの集約化等により
必要最低限の機器で通信を実施

（省電力化技術）
② 環境対応型ネットワーク
構成シグナリング技術

（高信頼化技術）
① 高信頼クラウドサービス

制御基盤技術



戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 超高速光エッジノード技術の研究開発 【総務省】

平成２２年度対象予算： ６３０百万円

（平成２２年度新規）

実施期間： 平成２２～２３年度

（予算総額： １,２６０百万円）

○ 多数のクライアント信号を収容する
エッジノードにおいて大容量のデー
タを高速、低電力に処理するため、
従来のルータで処理速度のネック
であったパケット単位での処理を必
要としないエッジノード技術を開発
することで、大容量データの高速処
理を可能とするとともに、従来の
ルータ技術で必要であった大量の
高速メモリを不要とし、ネットワーク
の省電力化を実現する。

戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 光空間通信技術の研究開発 【総務省】

平成２２年度対象予算： ５１０百万円

（平成２２年度新規）

実施期間： 平成２２～２４年度

（予算総額： １,５３０百万円）

○ 航空機や衛星等を用いた観測システ

ムの利用の拡大により、観測画像の
高品質化が進展し、瞬時に大容量の
観測データの空間伝送手段が求めら
れている。このため、電波よりも大容
量の通信が可能な光空間通信技術の
要素技術の研究開発を実施する。

４０ギガビット以上の通信速度を可能とする光空間通
信技術を確立するために以下の研究開発を実施。

①光空間通信プロトコル
②光空間通信方式
③移動体光通信技術

23

パケット１つずつ
宛先を確認して
１つずつ送信

従来
エッジノード

パケット処理部
（宛先切替）

メモリへの
格納・取出し

公衆通信網へ

超高速光
エッジノード

通信路を確保して、
データを一斉に送信

公衆通信網へ

宛先切替部

消費電力
１／３以下

省
電
力
化
・高
速
化

メモリが不要

メモリが必要

官公庁や
研究機関等

利用者観測データの伝送観測

光空間通信

災害監視 気象観測 資源探査 植生の調査 漁場の把握

等

観測システムの用途

観測システムへの光空間通信技術の適用



戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術

施策名： 次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 【経済産業省】

○ネットワークで伝送されるデータ量の爆
発的増加に伴い、関連機器の消費エネル
ギーが増大している中で、ネットワーク全
体の消費電力量を抑制することが喫緊の
課題であり、消費エネルギーの低減に大
きく貢献するルータ・スイッチの高速化の
ための研究開発を実施するとともに、機
器そのものの消費エネルギーを低減する
ための研究開発を実施する。

平成２２年度対象予算： ３８５百万円
（平成２１年度対象予算： ４３４百万円）
（平成２１年度補正予算： ５OO百万円）
実施期間： 平成１９～２３年度

（予算総額： ５,２３７百万円）
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ルーター速度：20Gbps

各ルーター速度
：10Gbps

①ルーターの
速度の向上 ②低消費電力型の

デバイスを活用し、
ルーターを省エネ

ルータ数増大防止＋機器自身の省エネ
→ ネットワーク全体の省エネ

ネットワークの
伝送需要の増大

20G

10G

10G

20G



人の能力を補い人の能力を補い
生活を支援する生活を支援する

ユビキタスネットワーク利用技術ユビキタスネットワーク利用技術

戦略重点科学技術（８）

戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

施策名： ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発 【総務省】

平成２２年度対象予算： １,０３２百万円

（平成２１年度対象予算： １,２７６百万円）

実施期間： 平成２０～２２年度

（予算総額： ３,８０８百万円）

○児童の安全確保、高齢者の健康増
進、地域経済の活性化など、国民生
活に密着した課題を早期に解決する
ため、電子タグやセンサーの情報が
高度に連携して提供される情報通信
サービスシステム（ユビキタスサービス
システム）を実現する以下の技術の研
究開発等を行う。
① ユビキタス端末技術
② ユビキタスサービスプラットフォーム
技術

③ ユビキタス空間情報基盤技術

②②ユビキタスサービスユビキタスサービス
プラットフォーム技術プラットフォーム技術

①①ユビキタス端末技術ユビキタス端末技術

③③ユビキタス空間情報基盤技術ユビキタス空間情報基盤技術

ユビキタスサービスをより簡単・便利に
利用可能とするための端末技術 ユビキタスサービスの高度化を実現

するネットワーク基盤技術

ユビキタスサービスの利便性を
高める空間情報基盤技術

電子タグ等を使った多様な
サービスを携帯電話で利用可能

電子タグ等を使った多様な
サービスを携帯電話で利用可能

その時必要とするサービスが、
いつでも簡単に利用可能

その時必要とするサービスが、
いつでも簡単に利用可能
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少子高齢化サポート
電子タグ等の利用シーンの拡大

少子高齢化サポート
環境問題サポート

的確な状況認識

ユビキタスネットワークユビキタスネットワーク

物流・生産管理サポート

シームレスなサービス環境

自分の居場所・
知りたい場所の情報が把握可能

自分の居場所・
知りたい場所の情報が把握可能

実証実験の実施
我が国が直面する様々な
課題を解決するサービス

の実現

実証実験の実施
我が国が直面する様々な
課題を解決するサービス

の実現



戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

施策名： 情報通信・エネルギー統合技術の研究開発 【総務省】

戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

施策名： 情報通信・エネルギー統合技術の研究開発 【総務省】

戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

施策名： モビリティサポートの推進 【国土交通省】

平成２２年度対象予算： ２１９百万円

（平成２１年度対象予算： ２２２百万円）

実施期間： 平成２１～２５年度

（予算総額： １,５８０百万円）

○ ICTを活用し、家庭・オフィス・地域
におけるCO2の大幅な排出削減を実現

するために、「電力の流れの情報化」と
「供給電力の最適割当て」に基づく電力
管理・制御技術の研究開発を実施する。
本技術が実用化されることで、生活者の
利便性を失わず、かつ生活者が意識す
ることなく、しかも確実にCO2排出削減

を達成できる。
家電の消費電力特性抽出、生活者の行動予測・学習等によ
り電力の流れを情報化し、トータルの電力使用量が最適とな
るように制御

：アダプター

ホームネットワーク

家
庭

地域レベルでのエネルギー
最適割当プロトコル開発

地域

行動パターンに応じた
エネルギー消費効率化

最終需要側におけ
る電力消費量の制
御・調整による電
力負荷の平準化

負荷機器用通信インタ
フェース開発

負荷機器の特徴量抽出DB、
エネルギー需要予測手法の開発

蓄電池
(電気自動車等)

電池・発電装置用
通信インタフェース開発

太陽電池パネル

情報の流れ

電力の流れ

情報・電力の流れ

電力ﾃﾞｰﾀ
収集ｻｰﾊﾞ・
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

直交変換/
電力流制御
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平成２２年度対象予算： １０１百万円

（平成２１年度対象予算： １０４百万円）

実施期間： 平成２１～２２年度

（予算総額： ２０５百万円）

○これまで民間企業等が蓄積してきたユビキ
タス技術等を活用することによって、移動制
約者が移動を行うに当たって必要な情報を
入手できる環境の構築を目指した取組を、モ
ビリティサポートモデル事業として実施し、得
られた成果を全国的に水平展開することでモ
ビリティサポートサービスの普及を図るととも
に、モビリティサポートサービスの向上に資す
る以下の検討等を行う。
・移動制約者等のニーズを踏まえて、モビリティサ
ポートサービスの充実を図るための検討

・モビリティサポートサービスを定常的に提供して
いくために必要な検討・調査等
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